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課題先進地域四国地方における第 6次産業化 
 
佐藤 康一郎 
 
はじめに 
 
人口減少や高齢化という日本が抱える大きな問題が全国平均よりも 10 年から 15 年先行して
いるため、四国地方は、我が国における課題先進地域であると言われている。 
このような課題に対する取り組みや解決は、今後の地域産業の源泉となり、変革に成功すれ
ばその成果は多くの地域で活用できる（仮に成功できなくとも、その取り組みは他の地域や後
世の参考となる）。よって、四国地方を研究対象にすることで得られるインプリケーションは他
地域にも、様々な分野で応用できる可能性が高いと言えよう。 
ベトナム社会主義共和国（以下、ベトナムと記す）の人口は、2012 年の国連人口計画推計に
よると約 8,970 万人で増加の傾向にある1。人口ピラミッドもほぼピラミッド形状になっている
が、10 歳以下の人口に減少が見られ、長期的には現在日本が抱える問題が同じように起きる可
能性がある。その点において、四国地方は、日本の課題先進地域であると同時にベトナムの課
題先進地域と捉えることができよう。 
四国地方と本州は 3 つの本州四国連絡橋と結ばれている2。これらは、総称して本州四国連絡
橋と称されるが、実際は本州と四国地方の間にある小さな島々を橋梁で結んでいる。 
したがって、本州側と四国側では生活圏は異なっており、本州側から四国地方側への影響は
限定的である。そのため四国地方は純粋な経済モデルとして考えやすい。また、政令指定都市3 
が四国地方内にないため、人口や事業所の過度な集中が他の地方よりも小さいという特徴もあ
る。 
 本研究では、大都市圏から地理的に独立した立地となる四国地方を対象に人口動態変化とそ
れに伴う課題について検討し、解決の方向性を示す。 
現在、ベトナムではこのような問題は顕在化していないが、「ハノイ・ハイフォン地域」やホー
                                                     
1 日本国外務省 ベトナム基礎データ 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/vietnam/data.html 
2 兵庫県神戸市（本州側）と徳島県鳴門市（四国側）を結ぶ「神戸・鳴門ルート(全長89.0km・橋梁部6.5km）」、
岡山県倉敷市（本州側）と香川県坂出市（四国側）を結ぶ「児島・坂出ルート(全長 37.3km・橋梁部 9.4km）」、
広島県尾道市（本州側）と愛媛県今治市（四国側）を結ぶ「尾道・今治ルート(全長 59.4km・橋梁部 9.5km）」
の 3 つ 
3 政令指定都市とは、地方自治法第 252 条の 19 第 1 項の「指定都市の指定に関する政令」で指定する人口
50 万以上の大都市である。政令指定都市は都道府県からの権限の移譲等により、都道府県に準じた権限を
行使することが可能である。 
－ 17 － 
チミンシティ周辺に、過度の人口集中が生まれつつあり、似たような問題が生じる可能性があ
る。ベトナムが一定の経済発展を遂げたのち、同じような問題が生じた際の参考になれば幸い
である。 
 
1．日本の人口動態 
 
総務省は 2013 年 8 月 28 日に住民基本台帳4 に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を発
表した5。住民基本台帳に基づく人口動態調査は、3月末時点で住民票に記載されている人数で、
今回調査から 3 ヶ月を超えて日本に滞在する外国人も対象となった。これまでは基本台帳に記
載されている日本国籍を持つ国内居住者に限っていたが、2012 年 7 月に外国人登録制度が廃止
されて 3 ヶ月を超えて日本に滞在する外国人も住民基本台帳に登録されることになった。 
今回の調査では、死亡数（125 万 5551 人）が出生数（102 万 9433 人）を上回る自然減（22
万 6118 人減）が 6 年連続となるとともに過去最大（前年同期は 20 万 6572 人）となった。死亡
数は 12 年ぶりに減ったが、出生数が過去最低を更新した。また、海外への転出者数が転入者数
を上回る「社会減」は 3 万 9886 人となった。 
その結果、日本の総人口は 1 億 2639 万 3679 人（26 万 6004 人減）と 4 年連続で減少した。
15～64 歳の生産年齢人口は 7895 万 7764 人と 8000 万人台を初めて下回り、総人口に対する割
合は 62.47%（前年比で 0.85％減）となり、過去最大の縮小幅を記録した。1994 年に年齢階級別
の集計を始めたが、19 年間に人数で 764 万人、総人口に占める割合で 7.18%減少している。 
一方で、高齢化が著しく進み、65 歳以上の老年人口は 3083 万 4268 人となり、初めて 3000
万人を超え、総人口に対する割合は 24.4%（前年比 0.97%増加）となった。日本人と外国人を合
わせた総人口は 1 億 2837 万 3879 人、生産年齢人口は 8062 万 6569 人であった。このことはと
ても大きな変化であり、数字からも労働力として外国人が一定の役割を担いつつあることが読
み取れる。 
 
2．四国地方の現在の人口 
 
総務省統計局による 2012 年 10 月 1 日時点の人口推計では、四国 4 県の総人口は 2011 年に比
                                                     
4 住民基本台帳は、個人名や生年月日などの記録を記した住民票を市区町村ごとにまとめたものある。総
務省は基本台帳に基づき、出生、死亡、移転などの記録から総人口や世帯数、年代別の割合などを地域ご
とに集計し、毎年 3 月末時点の数値を公表している。ただし、年度末は転勤や進学などに伴う人口移動が
多いため来年からは調査期日を 1 月 1 日に変更する。 
5 総務省自治行政局 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 25 年 3 月 31 日現在）」
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei02_02000055.html 
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べ 2 万 1000 人減（0.53％減）の 393 万 2000 人だった。自然減が進んだことに加え、四国地方
以外の都市部などへの転出などに伴い、四国地方全体の人口減少が続いている。 
また、住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査によると、四国 4 県の総人口
は 396 万 7047 人（外国人も含めると 399 万 1819 人）で、前年同期に比べ 0.68％減少した。今
回の調査から外国人も公表しているが、四国 4 県合計で 24,772 人、全国に占める割合は 1.3％
だった。 
各県の人口は高知県が 0.9％減少したのをはじめ、4 県とも前年を下回った。47 都道府県の
中では高知県が 4 番目、徳島県が 0.83％で 6 番目に減少率が大きかった。減少率は 4 県とも前
年を上回っており、人口減少に歯止めがかかっていない。 
 
都道府県 2000 年 
（1,000 人） 
2005 年 
（1,000 人）
人口増減率 
2000 年から
2005 年 
2010 年 
（1,000 人）
人口増減率 
2005 年から
2010 年 
全国 126,926 127,768 0.7% 128,057 0.2% 
徳島県 824 810 -1.7% 785 -3.0% 
香川県 1,023 1,012 -1.0% 996 -1.6% 
愛媛県 1,493 1,468 -1.7% 1,431 -2.5% 
高知県 814 796 -2.2% 764 -4.0% 
図表 1 県別人口と人口増加率 
総務省統計研修所編集総務省統計局発行 「日本の統計 2013」を基に筆者が作表。 
 
 
 人口 
（2012 年 3 月末 
との比較） 
年少人口 
（県人口全体に 
占める割合） 
生産年齢人口 
（県人口全体に 
占める割合） 
老年人口 
（県人口全体に 
占める割合） 
徳島県 780,107 人
（-0.83%）
95,034 人
（12.18%）
467,270 人
（59.90%）
217,803 人 
（27.92%） 
香川県 1,002,650 人
（-0.38%）
133,644 人
（13.33%）
599,837 人
（59.83%）
269,169 人 
（26.85%） 
愛媛県 1,431,445 人
（-0.68%）
182,073 人
（12.72%）
852,123 人
（59.53%）
397,249 人 
（27.75%） 
高知県 752,845 人
（-0.90%）
89,616 人
（11.90%）
437,083 人
（58.06%）
226,146 人 
（30.04%） 
図表 2 四国 4 県の人口構成（外国人を除く） 
住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を基に筆者が作表。 
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 四国地方は 15 歳未満の年少人口の割合が少ないことも特徴で、こちらも高知県が 47 都道府
県の中では 4 番目、徳島県が 6 番目に少なかった。このため少子化対策として、子供を生み育
てやすい環境の整備が重要であり、合わせて人口減を抑制するために他の都道府県からの移住
促進を急ぐ必要がある。 
 
3．四国地方における人口の偏り 
 
四国 4 県には 2 つの人口の偏りが見られる。一つは四国地方南北での人口の偏りである。四
国全体では人口の多い 2 県（北四国地方）と少ない 2 県（南四国地方）に分かれる。 
もう一つの偏りは、各県庁所在地に人口が集中していることである。 
住民基本台帳 に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査（日本人のみ）を基に 4 県の人口
偏りを見ると以下のようになる。 
 
県名 総人口 県庁所在地人口 県庁所在地人口の占める割合 
徳島県 780,107 256,044 32.8％ 
香川県 1,002,650 424,415 42.3％ 
愛媛県 1,431,445 514,385 35.9％ 
高知県 752,845 336,740 44.7％ 
図表 4 四国 4 県の県庁所在地人口が全県人口に占める割合 
住民基本台帳に基づく 2013 年 3 月末時点の人口動態調査を基に筆者が作表。 
 
徳島県の人口は、780,107人であり、このうち県庁所在地の徳島市の人口は256,044人と32.8％
を占める。他の 3 県と比較して県庁所在地人口の占める割合は低いが、徳島市は周辺の 1 市 9
町 1 村6 とともに徳島東部地域定住自立圏推進協議会を形成している。この枠組みでの人口は
約 45 万人（四国第 2 位の都市規模相当）となる。 
この地域では、40 万人規模の中核市となることを目標に広域合併が検討されたこともあった
が、各市町村の足並みが揃わず、合併には数多くの課題を抱えていたため、徳島東部地域市長
村長懇話会が設けられた。徳島東部地域市長村長懇話会は 2013 年 3 月に解散したが、共通の行
政課題や地域のあり方については、徳島東部地域定住自立圏推進協議会で今後も協議される7。 
 香川県の人口は、1,002,650 人でこのうち県庁所在地の高松市の人口は 424,415 人と 42.3％を
                                                     
6 小松島市、勝浦町、上勝町、石井町、神山町、藍住町、板野町、上板町、北島町、松茂町、佐那河内村。 
7 徳島東部地域市町村長懇話会 
http://www.city.tokushima.tokushima.jp/tobuchiiki_konwakai/gaiyo10.html 
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占める。2 番目に人口の多い市は、丸亀市（112,281 人）で、香川県内で人口 10 万人を超える
のは高松市と丸亀市だけである。 
 愛媛県の人口は、1,431,445 人でこのうち県庁所在地の松山市の人口は 514,385 人と 35.9％を
占める。徳島市に次いで県庁所在地人口が占める割合が低いが、愛媛県内には、人口 10 万人を
超える都市が他に 3 つある。この 3 つの市はすべて愛媛県東部の工業都市（今治市 166,956 人、
新居浜市 123,572 人、西条市 113,310 人）であり、愛媛県の特徴が出ている。この 3 市のある
東予地区は、1962 年に新産業都市建設促進法に基づく新産業都市に指定された8。 
 今治市はタオルや造船の製造で栄え、タオルは日本一の生産地、造船はアジアでも有数の生
産地である。今治市の製造品出荷額は年間 1 兆円を超え、四国地方で最も製造出荷額が多い。 
 新居浜市は 1690 年に発見され、1691 年から 1973 年までの約 280 年間に 70 万トンの銅を産
出し、日本の貿易や近代化に寄与した別子銅山が存在する。別子銅山は住友家が開発を進め、
住友化学や住友重機などの世界を代表する企業が生まれた。別子銅山を閉山した現在も住友グ
ループ各社の主力工場が多く立地している。 
 西条市は豊富な地下水を生かして、西日本最大規模の臨海工業団地が形成されている。エレ
クトロニクス、半導体、鉄工、造船、機械製造、ビールなどが主力業種である。特に、今治造
船西条工場は日本一のクレーン設備を備え、大型タンカーや鉱石運搬船などが建造されている。 
 高知県の人口は、752,845 人でこのうち県庁所在地の高知市の人口は 336,740 人で 44.7％を占
める。高知県内には、高知市以外に人口 5 万人を超える市町村はない。 
 以上のように、四国には政令指定都市がないため、他の地域ブロックのような一つの都市に
過度の集中が起きていない。しかし、どの県も県庁所在地に人口が集中している。 
 
4．四国の将来人口と高齢化 
 
厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所が発表した「日本の地域別将来推計人口」によ
ると、四国 4 県の総人口は 2040 年に 295 万 5000 人となり、2010 年からの 30 年間で 102 万人
（26％）減少すると推計される。 
また図表 4 に示したように、四国 4 県はすでに人口減少が始まっているが、今後一貫して減
少率を拡大していく。この図表からも四国地方が全国の 10 年から 15 年ほど人口減少問題を先
取りしていることが理解できる。 
なお、全国の総人口に占める四国 4 県の人口の割合は 2010 年で 3.1％だが、都市部への人口
集中などに伴い、2040 年には 2.8％まで低下する見通しとなっている。 
                                                     
8 同法は 2001 年 3 月 30 日に廃止され、同時に新産業都市の制度も廃止された。 
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 「日本の地域別将来推計人口」では今後、4 県ともに 65 歳以上の高齢者が人口に占める比率
が上昇することも示されている（図表 5 参照）。特に高知県と徳島県は 2040 年にはともに 40％
を上回り、全国平均（2040 年で 36％）と比べても高齢化比率は高い。 
 また、図表 6 から四国 4 県は 2020 年から 2025 年の間に高齢者数が減少に転じることがわか
る。図表 4、図表 5、図表 6 を組み合わせると、以下の結論が導ける。 
四国 4 県は今後大幅に人口減少を続ける一方で、高齢化率も急激に上昇していく。ただし、
高齢人口自体は 2020 年から 2025 年の間に減少に転じるため、高齢者も含めた人口減少が始ま
る。 
 四国地方の現在の人口減少は、主として自然減の減少（特に出生率の低下）による部分が大
きく、他方で高齢者の平均寿命は延びていた。すなわち、子供はなかなか増えないにもかかわ
らず、高齢者の寿命が延びるため、高齢者数が年々相対的に増え続けていた。しかし、その高
齢者層も寿命を迎えると、出生率の低下と高齢者の死亡という 2 つの要因で自然減が進むこと
になる。その結果、人口減少が更に加速されることになる。 
 そこで懸念されるのは、15～64 歳の生産年齢人口が占める比率が低下することである（香川
県では 2040 年に 52%まで低下する）。先述の新居浜市や西条市などの工業地帯は人口減のペー
スが他地区と比べて緩やかであるが、労働力不足が懸念される。 
 
地域 2010 年～ 
2015 年 
2015 年～ 
2020 年 
2020 年～ 
2025 年 
2025 年～ 
2030 年 
2030 年～ 
2035 年 
2035 年～ 
2040 年 
全国 0.7% -0.5% -1.4% -2.1% -2.8% -3.4% 
四国全体 -1.6% -2.6% -3.4% -4.1% -4.7% -5.1% 
徳島県 -1.7% -2.7% -3.4% -4.1% -4.7% -5.2% 
香川県 -1.0% -2.1% -2.9% -3.7% -4.3% -4.7% 
愛媛県 -1.7% -2.7% -3.4% -4.2% -4.7% -5.2% 
高知県 -2.2% -3.1% -3.8% -4.6% -5.1% -5.5% 
図表 4 県別推計人口の増加率（%） 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」を基に筆者が作表。 
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地域 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 
全国 23.0％ 26.8％ 29.1％ 30.3％ 31.6％ 33.4％ 36.1％ 
徳島県 27.0％ 31.3％ 34.2％ 35.8％ 36.9％ 38.1％ 40.2％ 
香川県 25.9％ 30.2％ 32.5％ 33.8％ 34.5％ 35.6％ 37.9％ 
愛媛県 26.7％ 30.7％ 33.2％ 34.6％ 35.6％ 36.6％ 38.7％ 
高知県 28.8％ 33.0％ 35.5％ 36.9％ 37.9％ 38.7％ 40.9％ 
図表 5 四国 4 県の 65 歳以上人口の割合（％） 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」を基に筆者が作表。 
 
 2010 年 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 
徳島県 212,423
100.0
236,255
111.2
247,105
116.3
245,950
115.8
239,662
112.8
232,391 
109.4 
229,820 
108.2 
香川県 257,624
100.0
292,532
113.5
304,708
118.3
303,780
117.9
296,864
115.2
290,704 
112.8 
293,304 
113.8 
愛媛県 381,536
100.0
424,267
111.2
441,823
115.8
439,582
115.2
429,968
112.7
417,959 
109.5 
415,842 
109.0 
高知県 220,334
100.0
241,147
109.4
246,367
111.8
241,572
109.6
233,332
105.9
223,106 
101.3 
219,575 
99.7 
図表 6 四国 4 県の 65 歳以上人口（単位：人）下段は 2010 年を 100 とした指数 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」を基に筆者が作表。 
 
5．四国地方の強み 
 
四国地方の強みとして、「美しい自然風景や独自の歴史・文化が存在すること」、「日本を代表
する産業集積が存在すること」、「恵まれた農林水産物と食文化があること」などがある。 
特に「恵まれた農林水産物と食文化があること」は、4 県それぞれに特徴があり、四国の最
大の強みと言ってもよいだろう。 
徳島県は、吉野川北岸地域や吉野川河口付近では野菜の生産が盛んであり、主に京阪神方面
へと出荷されている。畜産業も盛んで、阿波畜産 3 ブランド（阿波牛・阿波ポーク・阿波尾鶏）
は全国ブランドになっている。 
香川県は、温暖な瀬戸内海式気候を利用し、オリーブなど特有の農産物を多く産出している。
香川県は山岳地帯が少なく全域にわたって平地が多くを占めているため、県内全域に稲作を中
心とした農地が広がっている。水産業は、海面漁業のほか養殖漁業も盛んである。特にハマチ
の養殖は香川県が全国で初めて成功し、県の漁業全体の生産額でも 10%台後半を占める主要産
業になっている。 
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愛媛県は、柑橘類生産が盛んで、和歌山県と常に日本一の座を競っている。とりわけ「みか
ん」は全国シェア約 2 割、「いよかん」は全国シェア約 8 割、「ネーブルオレンジ」は全国シェ
ア約 1 割を占めている。 
また、県東部の燧灘、県中央部の伊予灘、県南部の宇和海という性質の異なる 3 つの海域に
面しているため、それぞれ独自の漁業が営まれている。特に、宇和海では真珠や鯛、ハマチの
養殖が盛んで、鯛の養殖では日本一である。 
高知県は、温暖な気候を利用した早場米の産地で、大半の田が 8 月には刈り入れを終える。
また、ビニールハウスによる野菜や花の栽培も盛んで「なす」は全国 1 位、「きゅうり」は全国
7 位、「ピーマン」は全国 3 位、「にら」は全国 2 位の生産を誇り、首都圏でも多く消費されて
いる。漁業は他県の漁港で水揚げを行うため、県内での水揚げ量は少ないがカツオの一本釣り
で有名である。 
 以上のように、「農林水産物の原料産地」としての強みはあるのだが、高齢人口の増加や人口
減少問題を考えると、この強みをさらなる産業振興に結び付けたい。そこで、第 6 次産業化の
推進を提唱したい。 
 
6．第 6次産業化 
 
第 6 次産業化という語は、今村奈良臣氏が 1990 年代中頃に、提唱し始めたとされる。今村は
「農業が 1 次産業のみにとどまるのではなく、2 次産業（農畜産物の加工･食品製造）や 3 次産
業（卸･小売、情報サービス、観光など）にまで踏み込むことで農村に新たな価値を呼び込み、
お年寄りや女性にも新たな就業機会を自ら創りだす事業と活動」（＝「農業の総合産業化」）を
第 6 次産業化と呼んでいる9。 
つまり、第 6 次産業化は、第 1 次産業（農林水産業）と第 2 次産業（食品加工）と第 3 次産
業（流通・販売）を有機的に組み合わせるもの（1×2×3=6）であり、これまで第 2 次産業や第
3 次産業の事業者が得ていた付加価値を農業者自身が得ることにより農業の活性化を目指すも
のである。 
サプライチェーンが未整備のため、現在のベトナムでは、結果的に地産地消型流通になって
いる。しかし、先にも触れたように、「ハノイ・ハイフォン地域」やホーチミンシティ周辺に、
過度の人口集中が生まれつつあり、近い将来大都市圏において似た問題が生じる可能性がある。 
近年我が国では、この第 6 次産業化と地産地消活動が見直されている。政府は、2010 年 3 月
                                                     
9 財団法人都市農山漁村交流活性化機構企画編集 地域リーダー研修テキストシリーズ No.5「地域に活力
を生む、農業の 6 次産業化 ―パワーアップする農業・農村―」1999 年。 
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に新たな食料・農業・農村基本計画を策定し、「新たな理念に基づく食料・農業・農村政策の一
体的展開」を重要な柱に据えた10。この中の一つとして、第 6 次産業化による活力ある農山漁
村の再生が明記されている11。 
また、2011 年 3 月に「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農
林水産物の利用促進に関する法律」（いわゆる、六次産業化・地産地消法）が施行された。 
この法律の目的は、「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等に関する施策及
び地域の農林水産物の利用の促進に関する施策を総合的に推進することにより、農林漁業等の
振興等を図るとともに、食料自給率の向上などに寄与すること」にある。 
第 1 次産業としての農林漁業と、第 2 次産業としての製造業、第 3 次産業としての小売業等
の事業との総合的かつ一体的な推進を図ることで、農林漁業者の所得の確保を通じて農林漁業
の持続的かつ健全な発展と農山漁村の活力の再生などを可能にする。 
 そのために、地域資源を活用した新たな付加価値を生み出す第 6 次産業化の取組みと、地域
の農林水産物の利用を促進することによる国産の農林水産物の消費を拡大する地産地消等の取
組みが相まることが重要となると「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及
び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」の序文でも指摘している。 
 
7．四国地方での第 6次産業化への期待 
 
第 6 次産業化や地産地消の活動は、インフラストラクチャの構築により雇用の受け皿と市場
を作ることが期待できる。また、農林水産物をはじめ農村に存在する資源を有効に活用でき、
地域ビジネスの展開と新たな業態の創出を促進することも期待できる。 
 第 6 次産業化には、チャネルに着目した方法と事業の方向性に着目した方法がある。前者は、
農業を出発点とした単一経営体による「前方的多角化型」や農業と商工業者といった川上･川中･
川下の垂直的な各段階における経営体の連携･融合による「農商工連携型」がある。いずれも地
域経済や地域社会の維持や発展に寄与する地域的な事業展開の広がりを重視している。 
                                                     
10 農林水産省「食料・農業・農村基本計画」（平成 23 年 3 月） 
http://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/pdf/kihon_keikaku_22.pdf 
11 我が国の農山漁村を再生させるため、意欲ある農林漁業者をはじめ、地域の多様な事業者が、バイオマ
スや太陽光・水力・風力等の再生可能エネルギーだけでなく、農山漁村の風景、そこに住む人の経験・知
恵・伝統文化に至るあらゆる「資源」を活用する事業を含めた新たなビジネスに取り組めるよう、必要な
支援策を講ずることを通じて、農山漁村の 6 次産業化を実現する。 
こうした取組によって、付加価値のより多くの部分を農山漁村地域に帰属させ、農林漁業を再び活性化す
るだけでなく、地域内に雇用と所得を確保し、若者や子どもが希望を持って農山漁村に定住できる地域社
会の再生を実現する。これを通じて、化石燃料の消費削減、温室効果ガスの吸収源としての役割の発揮、
再生可能エネルギーの供給といった側面で、地球環境問題に大きく貢献していく。 
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 後者は、広域（輸出も含めて）の顧客への販売・サービスに重点を置いている「マス・ビジ
ネス志向型」や地域の顧客への販売・サービスに重点を置いている「コミュニティ・ビジネス
型」がある。いずれも所得の増大と雇用の確保や拡大を狙って地域の活性化を目指している。 
 四国地方における「前方的多角化型」事例として愛媛県西条市の有限会社カワタキがある。
有限会社カワタキは 1976 年より本格的に養豚業を始め、その後、自分で育てた豚を加工・販売
したいと多角化を図った。現在は加工販売所「坊っちゃんハム工房」とバーベキューレストラ
ン「ももくり三年かき八年」を展開している12。 
自ら加工するので肉質の確認が容易になった。また、店舗で提供することにより消費者の好
みが分かるようになり、消費者の反応を飼育に反映させて加工品や肉質の改良・研究にフィー
ドバックできるようになった。雇用数も多角化前の 6 名から 17 名と増えた。 
 「農商工連携型」事例としては、愛媛県南予地方のイチゴを活用したグリッシーニの開発・
製造・販売がある。これは、愛媛県宇和島市のえいら株式会社13、愛媛県鬼北町の農家である
赤松権一氏が取り組んだものである。 
 グリッシーニ（Grissini）は、クラッカーのような食感のスティック状の細長いイタリアのパ
ンで、イタリアンレストランではよく利用される。 
 赤松権一氏は果肉も赤いレッドパール品種を完熟かつ小粒で収穫し、色味・甘みの強いイチ
ゴを作り、えいら株式会社はより赤みの強いイチゴを活用し、粉末化して生地に練り込むなど、
製造工程に新たな工夫を加えることで焼き上がり後もイチゴの赤色を保つことが可能となった。 
 「マス・ビジネス志向型」か「コミュニティ・ビジネス型」かという分類においては、四国
地方の市場の規模から現在は「マス・ビジネス志向型」が多いように見受けられる。先の有限
会社カワタキも今後、加工品の販路拡大（直販限定から県内外へ）を志向しているし、えいら
株式会社も販売拠点が土産需要志向（タオル美術館 ICHIHIRO、エヒメイズム道後商店街店、
松山空港島原本舗、道の駅など）である。 
 今後は、地産地消をより進めるためにも「コミュニティ・ビジネス型」がより重要になる。
そこで 2011 年から愛媛県中予地方局が取り組んでいる、中予農産物おみあいプロジェクト（以
下、COP）14 について言及したい。 
愛媛県中予地方局は、愛媛県中予地区（松山市、東温市、伊予市、松前町、砥部町、久万高
原町）を管轄するが、管内農産物の管内消費を促進するために生産者、製造加工業者、飲食店
を結びつけるお見合いの場を設定した。 
                                                     
12 http://www.momokuri.co.jp/ 
13 http://www.rusk-leila.com/ 
14 http://cop-ehime.blogspot.jp/ 
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COP 活動に参加する中予地区の生産者・製造加工業者・飲食店関係者等が一堂に会し、地域
農産物を活用した新たな調理メニューや加工品を開発するための交流会（おみあい）を開催し
た。また、生産者の農園訪問や飲食店訪問も開催し、参加者の交流と情報交換に取り組んだ。
この交流を重ねることで、農産物へのこだわり、具体的な提供時期や量の相談をすることによ
り、多くの参加者が取引先を見つけることができた。 
 さらに、飲食店による生産者とのコラボレーションメニュー作りに取り組み、これまでに 18
店舗で 77 種類の新メニューが誕生した。これに加えて地産地消に取組む COP の活動をもっと
多くの人に知ってもらう活動として、複数店舗を回るスタンプラリーを実施したり、「タウン情
報まつやま」での連載に加えて COP ブログを開設したりしている。 
 2011 年 7 月 7 日に実施した第 1 回交流会では、34 生産者と 25 飲食店が集まったが、2012 年
度は、41 生産者件と 36 飲食店が参加している。今年度は 3 年目で、さらに規模が拡大してい
る。 
 
8．さいごに 
 
四国地方の人口減少や高齢化などの構造変化は、模範解答が存在しない課題の最適な解答を
探す機会を日本で最初に与えられていることを意味する。 
よって、これら課題をチャンスとして捉えて、課題解決に挑戦し、新たな経済モデルや社会
モデルを四国において実現し、その成果を日本全国に積極的に展開していくことが肝要である。 
四国地方では、農家における高齢化の問題という課題があるが、第 6 次産業化が順調に進ん
でいる。特に今後は、地産地消に重心を置いた「コミュニティ・ビジネス型」の第 6 次産業化
に期待がかかる。 
 本研究は少数サンプルを対象としており、得られた第 6 次産業化の取り組みが一般化できる
かどうかについては、量的な検証が必要である。したがって、さらなる調査や分析を必要とし
ている。これを今後の課題としたい。 
 
本稿は、2013 年 9 月 3 日に専修大学社会科学研究所とベトナム社会科学院が共同開催した日
越外交関係樹立 40 周年（1973‐2013）記念シンポジウム『日越関係：40 年の回顧と将来の方
向性』における発表内容を加筆修正してまとめたものである。 
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